
別記様式（第７条関係）

月 日

（宛先）金沢市長

申請者

〒 -

 

手続代行者（申請者以外が提出する場合は、必ず記入してください。）

創エネ・省エネ・蓄エネ設備設置費補助金交付申請書

令和 ○ 年 〇 ○

金沢市創エネ・省エネ・蓄エネ設備設置費補助金交付要綱第７条の規定により、次のと
おり申請します。

フリガナ カナザワ　タロウ

氏名又は
名称及び代表者氏名

金沢　太郎

住所
920 8677

金沢市柿木畠1番1号

補助年度 令和８ 年度

電話番号 〇〇〇 担当者
(PPA・リースのみ)

電子メールアドレス ○○○

補助事業名 金沢市創エネ・省エネ・蓄エネ設備設置費補助事業

補助金申請額 合計 50,000 円

③-2 住宅用ハイブリッド給湯器 (40,000円) 

④ 住宅用断熱窓　※既存住宅に限る (上限 50,000円) 

補助対象設備
（該当するもの全てにチェッ

ク）

① 住宅用太陽光発電システム（HEMS） (50,000円) 

② 住宅用蓄電システム (100,000円) 

③-1 住宅用燃料電池システム(エネファーム) (50,000円) 

補助対象設備の
設置場所

金沢市柿木畠1番1号

補助対象事業の完了日 令和○ 年 ○ 月 ○ 日

補助対象設備によって異なります
 ①→電力会社との系統連系開始日
 ②,③→保証書に記載される保証開始日
 ④→設置完了日

補助対象設備の概要 別紙のとおり

所在地
〒920-8577
金沢市広坂1丁目1番1号

名称及び代表者名 株式会社○○　代表取締役○○

設置場所の所有者

本人
共同住宅の専用使用権を有する共有部分に設置する場合は管理組合等の
同意を得ている。

共有
申請者以外の全ての所有者の同意を得ている。また、共同住宅の専用使
用権を有する共用部分に設置する場合は管理組合等の同意を得ている。

その他
所有者の同意を得ている。また、共同住宅の専用使用権を有する共用部
分に設置する場合は管理組合等の同意を得ている。

電子メールアドレス ○○○

担当者名 石川　次郎
電話番号 ○○○

FAX番号 ○○○

✓

✓

提出日を記入

※補助対象設備の設置日から

30日以内または令和９年3月31日

のいずれか早い日必着

住民票に記載された氏名・住所

※複数の設備を同時に申請する場合、

最も遅い補助対象事業の完了日を記入



税関係調査の同意

年 月 日

添付書類

以下はPPA・リースのみ提出

（宛先）　金沢市長 令和

※ＰＰＡ・リースのみ（需要家による記入が必要）

住所

氏名
（署名又は記名押印）

印

　金沢市創エネ・省エネ・蓄エネ設備設置費補助金の交付に必要な税関係情報の記録を市
長が調査することに同意します。

申請者

住所又は所在地 金沢市柿木畠1番1号

氏名又は
名称及び代表者氏名
（署名又は記名押印）

金沢　太郎 印

需要家

電話番号

その他市長が必要と認める書類 必要な場合はお伝えします。

需要家の住民票の写し
・３か月以内に発行したもの
・発行日がわかるもの

サービス・リース料金から補助金相当
額が控除されることがわかる書類

契約書等

住民票の写し
【ＰＰＡ・リースの場合は
　登記事項証明書】

・３か月以内に発行したもの
・発行日がわかるもの

住宅地図 設置場所、周囲の道路状況がわかるもの

補助対象設備の設置に係る
領収書等の写し

・申請者名、支払金額、発行者、
  発行日または領収日 が記載されたもの

領収金額の明細
（契約書または請求書の写し等）

・領収金額と明細の合計金額が一致するもの
・補助対象設備の設置費用がわかるもの

✓

✓

✓

住民票に記載された住所

申請者の名前を記入

※署名（直筆）の場合は押印不要

・直筆、押印いずれの場合もコピー不可

・原本を提出

・宛名が申請者以外は不可

・領収日等未記入は不可

3か月より前に発行したものは不可

※住民票が2枚以上ある場合、

✓

✓



太陽光発電システムの概要

自己所有 ＰＰＡ リース

発電した電力は需要家が居住する住宅において使用する

ＨＥＭＳの概要

添付書類

設置費用（税抜） 　　　　　　　　　　　　　　　○○○ 円

（別紙）

補助事業の区分

要件

太
陽
電
池
モ
ジ
ュ
ー

ル

製造者 ○〇○

型式 ○○○

公称最大出力 (小数点２桁未満切り捨て) ○○（２ｋW以上） ｋＷ

D)
風致地区内に
おける行為の
許可申請

景観計画区域に該当するため届出済

該当しない

E)
地区計画の
区域内における
行為の届出

地区計画区域に該当するため届出済 該当しない

手
続
関
係

　※10mを超える場合はC)の届出が必要 ○ ｍ

C)
景観計画区域内
行為の届出

風致地区に該当するため許可申請済

該当しない

A)
太陽電池
モジュールの面積

　※50㎡を超える場合はC)の届出が必要 ○○ ㎡

B)
設置する
建築物の高さ

製造者 ○〇○

型式 ○○○

太陽光電池モジュール
保証書又は出荷証明書

・申請者名
・型式
・製造者または販売店
・保証開始日　が記載されたもの

補助金申請額 50,000 円

（都市計画法第58条の２第１項の規定に基づく届出対象の場
合に限る。）

図面
①太陽電池モジュールの面積　がわかるもの
②建築物の高さ　がわかるもの

HEMSの仕様がわかるカタログ等 型式などが記載されたもの

該
当
者
の
み

　　　景観形成基準適合通知書 （景観法第16条第１項の規定に基づく届出対象の場合に限る。）

　　　風致地区内における行為の
　　　許可について（許可通知書）

（金沢市風致地区内における建築等の規制に関する条例第４
条第１項の規定に基づく申請対象の場合に限る。）

　　　地区計画の区域内における行為の
　　　届出の了承について（通知）

低圧系統連系 技術要件確認書

申請者宛てのもの

系統連系開始日がわかる書類

HEMSの保証書又は出荷証明書

・申請者名
・型式
・製造者または販売店
・保証開始日　が記載されたもの

設置後のカラー写真

①太陽電池モジュールを含む建物全体の写真
②太陽電池モジュール全体の写真
③パワーコンディショナの写真
④HEMS本体の写真
⑤電気使用量等が表示されているHEMSモニター
　又はスマートフォン等の写真

要件
使用電力の見える化、制御機能、エコーネットライト搭載等の
要綱に掲げる要件を満たす

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

「低圧系統連携技術要件確認書」

に記載される型式等

✓

・本体価格＋工事費

・HEMS設置費は含めない


